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質
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』
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実
質
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財
政
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健
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性
に
関
す
る
基
準
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一
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４
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率
の
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ち
、
１
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で
も
早

期
健
全
化
基
準
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エ
ロ
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ド
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た
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、
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財
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計
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し
、
自
主
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資
金
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が
経
営
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全
化
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）
を
上
回
っ
た
公
営
企
業
は
、

『
経
営
健
全
化
計
画
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を
策
定
し
、
経
営

改
善
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。

取
り
組
む
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要
が
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り
ま
す
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財
政
再
生
基
準
（
レ
ッ
ド
カ
ー
ド
）

　
財
政
の
健
全
性
に
関
す
る
基
準
の
一
つ

で
、
『
将
来
負
担
比
率
』
を
除
く
、
３
つ

の
健
全
化
判
断
比
率
が
１
つ
で
も
財
政
再

生
基
準
（
レ
ッ
ド
カ
ー
ド
）
を
上
回
っ
た

団
体
は
、
『
財
政
再
生
計
画
』
を
策
定
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
こ
の
計
画
は
、
国
が
厳
し
く
財
政
運
営

に
関
与
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
税

金
の
引
き
上
げ
や
建
設
事
業
の
休
止
な
ど
、

市
民
の
皆
さ
ん
の
生
活
に
大
き
な
影
響
を

与
え
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　
市
は
、
『
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
』
に
基
づ
き
、
毎
年
度
、
４

つ
の
『
健
全
化
判
断
比
率
』
と
公
営
企
業
の
『
資
金
不
足
比
率
』
を
算
定
し
、
市
民
の
皆
さ

ん
に
公
表
し
て
い
ま
す
。

　
平
成
28
年
度
決
算
に
お
け
る
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率
は
、
い
ず
れ
も
国
の
定

め
る
基
準
を
下
回
り
ま
し
た
。
今
後
も
基
準
を
上
回
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
引
き
続
き
健
全

な
行
財
政
運
営
に
努
め
ま
す
。
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区　　　分 登別市の
比率

平成28年度国の基準
早期健全化基準
（イエローカード）

財政再生基準
（レッドカード）

実質赤字比率
市税や普通交付税などの収入額に占める、一般会
計など（登別市の場合、一般会計に学校給食事業
特別会計を加えたもの）の赤字額の割合

なし  13.14㌫ 20.00㌫

連結実質赤字比率
市税や普通交付税などの収入額に占める、全ての
会計の赤字額の割合

なし  18.14㌫ 30.00㌫

実質公債費比率
市税や普通交付税などの収入額に占める、一般会
計などの公債費や公営企業の市債償還のために一
般会計が負担した額などの合計額の割合

 13.7㌫  25.0㌫ 35.0㌫

将来負担比率
市税や普通交付税などの収入額に占める、市債残
高や退職手当引当金など、市が将来的に負担しな
ければならない額の割合

108.1㌫ 350.0㌫ －

資金不足比率
それぞれの公営企業（登別市の場合、水道事業会
計、下水道事業会計、簡易水道事業特別会計、カ
ルルス温泉スキー場事業特別会計）の事業規模に
占める、資金不足額の割合

なし

経営健全化基準

 20.0㌫

平成28年度決算に基づく健全化判断比率と資金不足比率
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